
問1

　
　　
　　
　　
　　

原材料費やエネルギー費、労務費が上昇し、厳しい経営環境が続く中、政府はコスト上昇分を取引価格に適切に
反映させ、賃上げへと繋げることで経済の好循環を目指していますが、中小企業にとって価格転嫁は簡単なもの
ではありません。ついては、貴社の「価格転嫁の状況」についてお答えください。

　　　【令和６年６月度 にししん景気動向調査】　追加質問　「価格転嫁の状況」について

現在、材料費、エネルギー費、人件費は「1年前」および「コロナ前（2019年）」と比較して、
どのくらい上昇していますか。（上昇率をA～Gから選択してください）

回答企業

製造業
553

卸売業
110

小売業
216

建設業
468

不動産業
97

サービス業
660

1億円超5億円以下
518

5千万円以下
439

5億円超10億円以下
169

10億円超50億円以下
128

50億円超
38

10人以下
1137

10人超50人以下
748

50人超100人以下
117

100人超300人以下
70

300人超
25

業種別 売上規模別 従業者数別

材料費

523

1048

207

16

2

229

6

229

870

642

66

22

173

7

A.1割未満

B.1割～2割

C.3割～4割

D.4割～5割

E.5割以上

F.変わらない

G.下降した

対前年 対コロナ前

●2019年対比では、1～2割上昇したとの回答割合が43％と最も高く、次いで3～4割が32％を占めた。

●2023年対比でも、1～2割上昇したとの割合が52％と多くを占め、材料費の上昇は継続している結果となった。

単位：社

対前年（2023年対比） 対コロナ前（2019年対比）



エネルギー費

人件費

616

1047

210

11

1

169

23

284

963

611

53

20

116

5

A.1割未満

B.1割～2割

C.3割～4割

D.4割～5割

E.5割以上

F.変わらない

G.下降した
対前年 対コロナ前

●2019年対比では、1～2割上昇したとの回答割合が47％と最も高く、次いで3～4割が30％を占めた。

●2023年対比でも、1～2割上昇したとの割合が50％と多くを占め、エネルギー費の上昇も継続している結果となった。

852

754

76

1

0

381

18

582

885

231

16

3

325

17

A.1割未満

B.1割～2割

C.3割～4割

D.4割～5割

E.5割以上

F.変わらない

G.下降した

対前年 対コロナ前

●2019年対比では、1～2割上昇したとの回答割合が43％と最も高く、次いで1割未満が28％を占めた。

●人件費の上昇率は、材料費およびエネルギー費の上昇率と比べると小さいが、前年対比でも約8割の企業が人件

費が増加したと回答された。

対前年（2023年対比） 対コロナ前（2019年対比）

対前年（2023年対比） 対コロナ前（2019年対比）



問2.

問3.

問4.

コストの上昇分をどの程度、販売価格やサービス料金に転嫁できていますか。

👉価格転嫁が「ほぼできいない」と回答した事業者は、全体の約１割にとどまり、多くの事業者で価格転嫁が実施されて

いる。転嫁率についてはバラつきがあり、コスト上昇分を完全に販売/サービス価格に反映できている事業者は一定数に
とどまった。

👉販売先への価格交渉について、「話し合いに応じてもらえている」と回答した事業者は全体の約75％を占め

た。

👉材料費、エネルギー費、人件費等の上昇による経営・財務面への影響については、半数の事業者は「影響は

特にない」と回答。

👉一方、「赤字にはならないが、資金繰りが苦しくなった」が約36％、「コスト上昇により赤字化した」が約

12％を占めた。

販売先との価格交渉の状況についてお答えください。

コストの上昇は、貴社の経営や財務面にどのような影響をあたえていますか。

441

482

323

268

334

245

９割以上、転嫁できている

７割～８割程、転嫁できている

５～６割程、転嫁できている

３割～４割程、転嫁できている

１割～２割、転嫁できている

ほぼ転嫁できていない

253

763

1049

31

コスト上昇により赤字化した

赤字にはならないが、資金繰りが苦しくなった

影響は特にない

その他

1367

167

258

25

話し合いに応じてもらえている

話し合いに応じてもらえていない

価格交渉の申入れをしていない

その他



問5.

👉価格転嫁ができない（しない）理由として、「競合他社が値上に慎重のため」が最も多く、「受注減・販売

減に直結するため」、「自助努力で解決する方針のため」と続いた。

価格転嫁ができない・しない理由をお答えください。（複数選択可）

616

292

428

476

77
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競合他社が値上に慎重のため

販売先の理解が得られないため

自助努力で解決する方針のため

受注減・販売減に直結するため

その他


